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明 細 書

発明の名称 ：

二軸配向ポ リプロピレンフィルム、金属化フィルムおよびフィルムコンデ

ンサ

技術分野

[0001 ] 本発明は、 コンデ ンサ用途に好適な二軸配向ポ リプロピレンフイルムに関

する。 さらに詳 しくは、素子加工が容易であ り、 コンデ ンサに加工 したとき

に耐電圧が高 く、鳴 きが小さいコンデ ンサを得 ることができる二軸配向プロ

ピレンフイルムに関する。以後、 このような二軸配向プロピレンフイルムの

特性 をそれぞれ、素子加工性、耐電圧性、鳴 き特性 とする。

背景技術

[0002] ポ リプロピレンフイルムは、その電気特性が優れていることなどの理由か

ら、電気用途に広 く用い られている。中でもコンデ ンサ用途における誘電体

材料 と しての伸びは著 しい。近年、小型化、低価格化の要求が強 く、誘電体

であるフイルム厚みの薄膜化が進んでいる。それに加え、耐電圧特性および

素子加工性の要求も厳 しくなつてきている。

[0003] さ らに、安全規格 コンデ ンサに代表 される扁平型 コンデ ンサにおいては、

フイルムの振動に起因する鳴 き （音圧振動）を軽減する要求が高まっている

。 この鳴 きは、 コンデ ンサ素子に巻回されたフイルムなどの誘電体が、印加

された交番電界によって振動することで発生する。特 に高周波入力やパルス

入力に対 しては顕著 に発生する。

[0004] 耐電圧性 と素子加工性 を向上させるためには、 フイルムの表面を適度 に粗

くする必要がある。 これは特 にフイルムの滑 り性 を向上するために重要であ

る。 また、蒸着 コンデ ンサにおいては保安性 を付与するため特 に重要である

。 ここで、保安性 とは、誘電体 フイルム上に電極 となる金属蒸着膜 を形成 し

た金属蒸着 コンデ ンサにおいて、異常放電時に蒸着金属が放電エネルギーに

よって飛散することで絶縁性 を回復 し、シ ョー トを防止することでコンデ ン



ザの機能 を維持 した り破壊 を防止する機能である。 この保安性 は安全性の面

か らも極めて有用な機能である。

[0005] また、交流電圧 を印加 して使用するコンデ ンサにおいては、 フイルムの表

面粗 さが大 きいと、 フィル厶層間においてコロナ放電が発生 し層間でのコロ

ナ破壊が生 じやす くなる。 そのため、 フ イル ム層間の間隙を狭 くする必要が

ある。 また、 フイルム層間の間隙を狭 くすると、交番電界の印加 によるフィ

ル厶の振動 を抑制 して鳴 きを低減で きる。 そのため、 フイルム層間の間隔を

狭 くすることは、鳴 きを低減するためにも重要である。

[0006] すなわち、高い耐電圧性、好適な素子加工性 および鳴 き特性 を達成するた

めには、保安性 とすべ り性 を得 るためにフイルムの表面 を粗 くしつつ、 コロ

ナ発生 と鳴 きとを抑制するためにフィル厶層間の間隔を狭 くすることが必要

である。

[0007] フイルム表面 を粗 くする方法 と しては、 これ までエ ンボス法やサ ン ドプラ

ス 卜法な どの機械的方法、溶剤 によるケ ミカルエ ッチ ング等の化学的方法、

ポ リエチ レン等の異種ポ リマ一を混合 したシー トを延伸する方法、 晶を生

成 させたシー トを延伸する方法等が提案 されている （特許文献 1、 2 ) 。

[0008] しか しなが ら、機械的方法および化学的方法では粗 さ密度が低 く、 また

晶を生成 させたシ一 卜を延伸する方法では粗大突起が生 じやすい。 そ して、

これ らの方法で表面 を粗 くした フ イル ム は、 フ イル ム層間の間隙が不均一 と

な り、粗大突起 によって間隙が広が った部位 においては、交流電圧 を印加 し

た ときにコロナ放電が発生 しやす くな り、 コンデ ンサ寿命が低下 し、 さ らに

は鳴 き特性が悪化するな どの問題がある。ポ リェチ レン等の異種ポ リマ 一 を

配合 したシー トを延伸する方法では、 コンデ ンサ形成時に気泡の残存 は少な

いが、 フィル厶を リサイクル した場合 に異種ポ リマーが悪影響 を及ぼす場合

があ り、 リサイクル性 に劣 るという問題がある。

[0009] また、 フ イル ム表面の粗 さ密度や突起の大 きさを均一に した フ イル ム と し

て、高溶融張力ポ リプロピレンフイルムが提案 されている （特許文献 4 ) 。

また、 この高溶融張力ポ リプロピレンフイルム と通常のポ リプロピレンフィ



ル厶とを積層 したフイルムも提案されている （特許文献 3 ) 。

[001 0] しか しながら、高溶融張力ポ リプロピレン樹脂そのものをコンデンサ用途

して使用する場合は樹脂の構造上充分な耐熱性、耐圧性を得ることができず

、特に高温での絶縁破壊電圧が著 しく低下する問題がある。また、高溶融張

力ポ リプロピレン樹脂を積層する技術では、特にフイルム厚みが 5 m以下

の薄膜フイルムでは均一な積層厚み構成を得ることが非常に困難となり、均

—性を損ねて実用上満足のいく誘電体フィル厶とはならない。

[001 1] また、フイルム表面の粗さを制御 した二軸延伸ポ リプロピレンフイルムと

その製造方法が開示されている （特許文献 5 ) 。

[001 2] しか しながら、この技術では、フイルム両面の層間の間隔を狭 くしつつ、

均一な突起密度を得るには不十分である。

[001 3] また、キャス ト原反シ一 卜の 晶分率をある範囲内とすることで、微細な

粗さのフイルム面を形成 し、素子巻き性と耐圧性とをバランスさせる技術が

開示されている （特許文献 5 ， 6 ) 。この特許文献 5 ， 6 ではフイルムの片

方の面の粗さを規定 している。

[0014] しか しながら、この製造方法では、フイルムの両方の面の粗さを十分に制

御できず、かつ得 られるフイルムの微細な表面粗さでは、高い耐電圧性と鳴

き特性とを両立できない。

[001 5]

—方、鳴きに関 しては、巻回されたフイルムの各層間の容積を最小限にと

どめ、フイルム同士の密着性を高めるための提案されている。例えば、減圧

状態下でコンデンサ素子を巻き取る方法が提案されている （特許文献 6 ) 。

また、ポ リプロピレンフイルムの両面にコロナ処理放電処理を施す提案され

ている （特許文献 7 ) 。

[001 6] しか しながら、減圧状態下で素子を巻回する方法では、コンデンサ素子の

巻取 り工程が複雑であるため、生産性が低下する。また、コンデンサ素子の

巻取 り後に素子を大気中に戻 した時に、フイルム層間へ空気が再び侵入する

ことを防止できない。また、フイルムの両面にコロナ放電処理を施す方法で



は、 コンデ ンサ素子 に巻 き上 げるまでの工程、例 えば、真空蒸着工程 な どで

プロッキ ングを起 こす場合 があ る。

[001 7] また、長手方 向 における 1 2 0 °C の熱収縮応力値 と ヒ一 トシ一ル強度 を最

適化 す る ことで、 高温環境 下で長期 間電圧 をか けた とき静 電容量 の低 下率 が

小 さ く、 かつ コンデ ンサの鳴 きを小 さ くす るコンデ ンサ用 フ イル ム を得 る提

案 が されている （特許文献 8 ) 。

[001 8] しか しなが ら、長手方 向 における 1 2 0 °C の熱収縮応力値 と ヒ一 卜シール

強度 を最適化 す るのみでは、 鳴 き特性 や コロナ放 電の発生 を抑制 す る ことは

で きるが、 フ ィル 厶同士の密着性 が高す ぎるため にコンデ ンザの保安性 が十

分 に確保 で きず、 高 ぃ耐電圧特性 を得 られない。

先行技術文献

特許文献

[001 9] 特 許文献 1 ：特 開昭 5 - 6 3 5 0 0 号 公報

特許文献 2 ：特 開 2 0 0 1 - 3 4 6 0 7 号 公報

特許文献 3 ：特 開 2 0 0 1 _ 1 9 9 4 4 号 公報

特許文献4 ：特 開 2 0 0 1 - 7 7 8 号 公報

特許文献 5 ：特許第 3 5 0 8 5 5 号 公報

特許文献 6 ：特 開昭 5 4 — 5 3 2 5 3 号 公報

特許文献 7 ：特 開昭 6 - 4 5 8 号 公報

特許文献 8 ：特 開 2 0 0 9 - 0 8 8 4 9 号 公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0020] 本発 明の 目的は、上記 問題 を解決 し、特 に交流電圧用の コンデ ンサ用途 に

おいて、 高 い耐電圧性、 好適 な素子加工性 および優 れた鳴 き特性 を有 す る二

軸配 向ポ リプロ ピレンフ イル ム を提供 す る ことであ る。 また本発 明の 目的は

、 この二軸配 向ポ リプロ ピレンフ イル ム を使 用 した金属化 フ イル ムおよび フ

ィル 厶 コンデ ンサ を提供 す る ことであ る。



課題を解決するための手段

[0021 ] 上記課題を解決するための本発明は、以下の特徴を有する。

[0022] ( 1 ) フ イル ムの両面に突起を有 し、各面に存在する突起のうち最も個数

の多い突起の高さ （P h Z ) が両面 ともに 1 0 0 n m以上 4 0 0 n m未満で

あ り、かつ各面の 0 . 1 m m 2あた りの突起個数 （P c ) が両面 ともに 1 5 0

個以上 5 0 0 個未満である二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム。

[0023] ( 2 ) 本発明の二軸配向ポ リプロピレンフ イル ムの少な くとも片面に金属

膜が設けられた金属化 フ イル ム。

[0024] ( 3 ) 本発明の金属化フイルムを用いたフイルムコンデンサ。

発明の効果

[0025] 本発明によれば、 フイルムの両面に高さの低い突起を多数もった表面を有

することにより、特に交流電圧用コンデンサ用途において、高い耐電圧性、

好適な素子加工性および優れた鳴き特性を有する二軸配向ポ リプロピレンフ

イル ム を提供できる。 また、 この二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム を使用 し

た金属化フイルムおよびフイルムコンデンサを提供できる。

発明を実施するための形態

[0026] 以下、さらに詳 しく本発明の二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム、 金属化フ

イルムおよびフイルムコンデンサについて説明する。

[0027] まず、本発明の技術的背景について説明する。

[0028] 以下に説明する本発明の各指標は、ポ リプロピレンフィル厶の耐電圧性 と

コンデンサ素子加工性 とに深 く関係するフィル厶層間の間隙とすべ り易さと

を表すために規定されたものである。 これ ら各指標は、従来の 2 次元または

3 次元の中心線表面粗さでは表現できず、 またこれまで実現が難 しかつた表

面形態を表 している。

[0029] 鳴 き特性を向上させるためには、 フイルム表面を平滑に し、 コンデンサ素

子作成時にフイルム層間の間隙をできる限 り小さくすることが望 ま しい。 し

か しなが ら、 フイルム層間の間隙を小さくするために、 フイルム表面の突起

の個数密度を小さくして平滑に してい くと、すべ り性が著 しく低下するため



に、製膜過程や素子作成過程 においてシヮなどの不具合が発生 して しまう。

また、高速製膜 においては、 フイルム搬送時に持ち込 まれる空気量が多 くな

る。そのために、 フ イル ム表面が平滑過 ぎると持ち込 まれた空気を適切 に排

除できず、結果 と してフ イル ム の層間が広がって しまうことがある。 これを

防 ぐためには、低速での製膜などが考 え られるが、その場合生産性が悪化 し

て しまう。そのために、従来は、両面が極度 に平滑なフイルムは、 コンデ ン

サ用途 と して通常使用されなかった。

[0030] さらに、 フイルム表面を平滑に してい くと、 コンデ ンサ素子 と して利用 し

た場合において、シ ョー 卜が発生 し、 コンデ ンサの素子破壊が起 こるなど、

保安性が低下する。

[0031 ] 本発明では、従来の粗 さとは異な り、 フ イル ム表面の突起の個数密度 （P

c ) と各面に存在する突起のうち最も個数の多い突起の高さ （P h Z ) を規

定することにより、高い耐電圧性、好適な素子加工性および優れた鳴 き特性

を備えたポ リプロピレンフイルムを得 ることができた。 これによつて前述の

問題点を解決 した。なお、個数密度 P c と突起高さ P h Z の測定方法は後述

する。

[0032] 本発明の二軸配向ポ リプロピレンル フイルムは、両面に突起を有 し、各面

に存在する突起のうち最も個数の多い突起の高さ （P h Z ) が両面いずれに

ついても 1 0 0 n m以上 4 0 0 n m未満であ り、かつ各面の 0 . 1 m m 2あた

りの突起個数 （P c ) が両面いずれについても 1 5 0 個以上 5 0 0 個未満で

ある。

[0033] 各面の突起のうち最も多い突起の高さ （P h Z ) が 1 0 0 n m未満である

場合、 フィル厶の層間が極めて狭 くなるために、滑 り性が悪化 し素子加工性

が悪 くなつた り、 コンデ ンザの破壊が起 こった りするなど保安性が低下する

恐れがある。 また、 4 0 0 n m以上の場合では、 フ イル ム の層間が広いため

に鳴 き特性が悪化 した り、 フ イル ム層間においてコロナ放電が発生 して耐圧

が低下する恐れがある。

[0034] 本発明の二軸配向ポ リプロピレンフイルムは、 P h Z が上記範囲にあるこ



とにより、粗大な突起を有さないこととなる。このことから、各面の 0 . 1

m m 2あたりの突起個数 （P c ) が両面いずれについても 1 5 0 個未満である

と、フイルム表面が極めて平滑となり、空気抜け不良等によりフイルムの巻

き取りがうまくいかず、ロール形状に乱れが生 じ、スリッ卜工程、コンデン

サ素子形成がうまく行かなくなる恐れがある。さらには、フイルム層間を維

持する突起数が少なくなり局所的にフィル厶層間が極端に狭 くなり保安性が

著 しく悪化する恐れもある。また、 5 0 0 個以上である場合、巻き取り時に

空気を多く含有することによって密着性が悪化するために、鳴き特性が悪化

する恐れがある。

[0035] 本発明の二軸配向ポリプロピレンフイルムは、コンデンサ素子サイズと製

膜安定性の点から、マイクロメータ法によるフイルム厚み t 1 が 2 . 5 2

0 mであることが好ましい。より好ましくは3 ~ 1 5 mであり、特に好

ましくは3 . 5 ~ 7 mである。フイルムの厚み t 1 が 2 . 5 Ί以上であ

ると、機械的強度や絶縁破壊強度が十分となる。また、フイルムの厚み t

が 2 0 m以下であると、均一な厚みのフイルムを製膜することができ、ま

たコンデンサ用の誘電体として用いた場合、体積当たりの容量も大きくでき

る。

[0036] また、本発明の二軸配向ポリプロピレンフイルムは、 1 0 点平均粗さをS

R z としたとき、いずれの表面のS R z も4 0 0 n m以上 8 5 0 n m以下で

あることが好ましい。より好ましくは、 4 5 0 n m以上 8 0 0 n m以下であ

り、さらに好ましくは 5 0 0 n m以上 7 5 0 n m未満である。 3 が 8 5

0 n m以下であると、粗大突起によって部分的にフイルムの間隙が広がるこ

とがなく、交流電圧を印加 したときにコロナ放電が発生せず、コンデンサの

寿命が伸び、鳴き特性もさらに良くなる。 S R z が4 0 0 n m以上であると

、フイルム搬送時にシヮゃフイルム切れ等が発生せず、安定 してフイルムを

搬送できる。

[0037] また、本発明の二軸配向ポリプロピレンフイルムは、中心線平均粗さをS

R a としたとき、いずれの表面のS R a も 1 O n m以上 4 0 n m以下である



ことが好 ま しい。 よ り好 ま しくは、 1 0 n m以上 3 5 n m未満であ り、 さ ら

に好 ま しくは 1 O n m以上 3 0 n m未満である。 S R a が 4 0 n m以下であ

ると、 フイルムを積層 した場合 に層間に空気が入 りに くく、交流電圧 を印加

した ときにコロナ放電が発生 しに くくな り、 コンデ ンサ素子の劣化ゃ耐電圧

の低下が抑 え られる。 それに加えて、鳴 き特性 もさ らに良好 となる。 またフ

イルムに金属層 を形成 した とき金属膜の厚みが均一 とな り、金属層 に穴アキ

等が発生せず、高温の環境下で電圧 をかけた ときに絶縁破壊や素子寿命の低

下あるいは電荷集中による絶縁欠陥の発生等 を防 ぐことがで きる。 S R a が

1 0 n m以上であると、 フィル厶の滑 り性がよ くハ ン ドリング性が良好 とな

る。 また空気の抜 けもよ く、 フ イル ム の巻 き取 りが良好 とな り、 ロール形状

に乱れが生 じた り、 フイルム層間にシヮが入 った り、 フイルム層間の間隙が

不均一にな った りしない。 そのため、耐電圧特性や鳴 き特性がさ らに良 くな

る。加えて、 フイルム層間の間隔も十分であるため、保安性 も良好であ り、

コンデ ンサ素子 と して利用 した場合 において、 シ ョー トや コンデ ンサの素子

破壊 も起 こらない。

突起高さ P h Z と突起個数 P c とが上記の範囲内のフイルムであれば、表

面の突起密度 と突起高さのバ ラ ンス に優れた特徴的な表面 を有するフ イル ム

となる。 そ して、 このような二軸配向ポ リプロピレンフイルムで作 られたコ

ンデ ンサは、た とえ絶縁破壊 を起 こ しても、 フイルム層間に多数の突起 を有

するので、 コンデ ンサ と しての破壊が起 こることな くコンデ ンサ寿命 を維持

で きる。つまり、保安性 を安定的に発揮で きるコンデ ンサ となる。 また、 こ

のような二軸配向ポ リプロピレンフィル厶で作 られたコンデ ンサはフイルム

層間の間隙が狭 くなる。 さ らに、 このような二軸配向ポ リプロピレンフィル

厶はフィル厶表面の滑 り性が良好なために、 コンデ ンサにするときの巻 き取

りが良好 とな り、 コンデ ンサのフイルム層間の間隙が均一になる。 このフィ

ル厶層間の間隔が狭 くて均一であることによ り、交番電界 を印加 した際のフ

イルム振動 を抑制することがで き、鳴 き特性 に非常に優れたコンデ ンサ とな

る。



[0039] さ らに、 1 0 点平均粗 さ S R z や 中心線平均粗 さ S R a も上記 の範 囲内の

フ イル ムであれ ば、表面 の突起密度 と突起高 さのバ ラ ンスが さ らに優 れた フ

イル ム とな る。

[0040] 本発 明の二軸配 向ポ リプロ ピレンフ ィル 厶は、分岐鎖状 ポ リプロ ピレン （

H ) を 0 . 0 2 ~ 1 0 質量％含有 す る ことが好 ま しい。 なお、 ここでい う分

岐鎖状 ポ リプロ ピレン （H ) とは、 力一ボ ン原子 1 0 ， 0 0 0 個 中に対 し5

箇所以下の内部 3 置換 才 レフ ィンを有 す るポ リプロ ピレンであ る。 この内部

3 置換 才 レフ ィンの存在 は 1 H — N M R スぺ ク トル の プロ トン比 によ り確認 す

る ことがで きる。

[0041 ] 分 岐鎖状 ポ リプロ ピレン （H ) を 0 . 0 5 ~ 1 0 質量％含有 す る ことで、

溶融押 出 した樹脂 シ一 卜の冷却工程 で生成 す る球 晶サ イズをよ り容易 に小 さ

く制御 で き、延伸工程 で生成 す る絶縁 欠陥の生成 を小 さ く抑 える ことがで き

、耐電圧性 に優 れたポ リプロ ピレンフ イル ム を得 る ことがで きる。 さ らに、

分岐鎖状 ポ リプロ ピレンは、 晶核剤 的な作用 を有 しなが ら、 一定範 囲の添

加量 であれ ば結 晶変態 による粗面 の形成 もで きる。 これ によ り、前記 の球 晶

サ イズを小 さ くす る効果 と相 まって、後述 す るク レー タ状 の突起群 のサ イズ

を小 さ く、緻密 に形成 す る ことがで き、 突起 の均一性 に優 れ、 かつ粗 大突起

のない特徴 的な表面粗 さを有 す る二軸配 向ポ リプロ ピレンフ ィル 厶 を提供 す

る ことがで きる。分岐鎖状 ポ リプロ ピレン （Η ) の含有量 は、 よ り好 ま しく

は 0 . 0 5 ~ 6 質量 0/ 0 であ る。分岐鎖状 ポ リプロ ピレン （Η ) の含有量 が上

記範 囲 にあ る ことによ り、巻 き取 り性 ゃ耐電圧性 が改善 され素子加工性、 コ

ンデ ンサ特性 に優 れた フ ィル 厶 を得 る ことがで きる。

[0042] 以 下、上記 した本発 明の フ イル ム表面 を形成 す る方法 について説 明す る。

代表 的な方法 と して、 電気的な不純物 を添加せず絶縁破壊 電圧等 の電気特性

を悪化 す る可能性 が低 い とい う観 点か ら、結 晶変態 を利用 して、 目的 とす る

突起や表面粗 さを得 る手法 を採用す る ことがで きる。

[0043] ここで結 晶変態 によ り得 られ る表面形態 について説 明す る。結 晶変態 によ

る面开乡¾ とは、例 えは、 M. Fuj i yama, Journa L of Ap Li ed Po Lymer Sc i enc



e 36, P. 985-1 948(1 988) 等 に記載 されるように、ポ リプロピレンが有する 2 つ

の結晶系を利用 して表面形成 を行 う方法である。 これは、 晶 （単斜晶系、

結晶密度 0 . 9 3 6 g / c m 2 ) 系の球晶 と β 晶 （六方晶系、結晶密度 0 . 9

2 2 g / c m ) 系の球晶を未延伸 シ一 卜に生成 させておき、延伸工程で、熱

的に不安定な 晶を 晶に結晶変態 させることで、 フィル厶表面 に凹凸を形

成する方法である。 この方法 によ り得 られる表面凹凸の基本単位 は球晶の変

形 に起因するものであることか ら、 この形状 は、突起群 によ り楕 円状や円弧

状 に形成 されたク レ一タ形状 となる場合がある。 この結晶変態 によ り得 られ

る表面形状 は、 このク レ一タ形状が多数存在することで形成 されることがあ

り、個 々の突起が楕 円状や円弧状 に連なることでク レ一タ形状 となる場合が

ある。

[0044] さ らに、本技術 によれば、 晶系球晶が存在 しないところでは凹凸が形成

されず比較的平坦 になることが特徴である。上記 したク レ一タ形状の突起は

二軸延伸する際の縦横の延伸倍率比 に対応 し変化 し、縦横比が 1 、すなわち

等方的な延伸ではほぼ円状 とな り、縦横比が大 きくなるに従 い扁平化する。

通常逐次二軸延伸法で得 られる形状 はフイルムの横方向 （フイルム ロールの

幅方向）に長軸 を有することが多い。 また、球晶ので き方 によっては、形状

の異なるク レータが複数重畳 した形状 となることもあ り、 また円弧が環状 に

閉 じられることな く、 弓状や半弧状の形状 となることもある。

[0045] 本発明において規定 した表面形状 を生成する手法の一つ と して、核剤効果

のある原料 を添加 して核形成能力を高める方法が採用で きる。 これによ り、

核個数 を増や して小さな微細突起が多数存在 させ、比較的平坦な箇所 （突起

が存在 しない部分）を少な くし、全体 と して均一に突起が形成 された表面形

態 を得 ることがで きる。 このような表面は、突起が緻密 に形成 されているた

め、上記 した本発明規定の表面形状 を満足させやすい。

[0046] 核剤効果がある原料 と しては、上述 した分岐鎖状ポ リプロピレン （Η ) が

例示で きる。分岐鎖状ポ リプロピレン （Η ) の含有量 と製膜条件 を制御する

ことによ り上記のク レ一タ形状 をコン トロールすることがで きるため、結果



として、上記 した本発明の特徴的な表面形状を生成できる。

[0047] また、本発明の二軸配向ポリプロピレンフイルムは、前記 した分岐鎖状ポ

リプロピレン （H ) と直鎖状ポリプロピレンとの混合物により構成されてい

ることが好ましい。これにより、通常のポリプロピレンの溶融結晶化温度が

、およそ 1 1 0 °C付近であるのに対 して、 1 1 5 °C以上に高めることができ

る。すなわち、コンデンサの自己回復のプロセスにおいて溶融結晶化温度が

高いことにより保安性が回復 しやすくなり、破壊せず耐電圧性が向上する。

つまり、何 らかの原因で誘電体フイルムが絶縁破壊を起こした際に発生する

放電エネルギーによって放電部周辺の蒸着金属が飛散 し、その際に部分的に

高温になるためフィル厶自身も部分融解するが、溶融結晶化温度が高いこと

ですぐに再結晶化 しやすくなり、絶縁性を回復 しやすくなる。コンデンサの

雰囲気温度が高温になると通常再結晶化 し難 くなり、絶縁性を回復 しにくく

なるが、上記のように溶融結晶化温度を高めることで絶縁破壊時の高温下で

の再結晶化が しゃすくなり、保安性を向上させることができる。また、表面

粗さを制御することで例えば表面を粗 くしフィル厶層間のギヤップを確保す

ることでさらに絶縁性の回復が良好となりより耐電圧性が向上する。

[0048] 分岐鎖状ポリプロピレン （H ) としては、特に限定されるものではないが

、製膜性の観点から溶融流動指数 （M F R ) は 1 ~ 2 0 g / 1 0 分の範囲に

あるものが好ましく、 1 ~ 1 0 g / 1 0 分の範囲にあるものがより好ましい

。M F Rが 1 g / 1 0 分未満の場合、粘度が極めて高くなるために製膜時に

押出機の内圧が上がりすぎたり、製膜性が悪化するために破れが生 じたりす

るなどの懸念がある。また、M F Rが 2 0 g / 1 0 分を上回ると、粘度が極

めて低いために、フイルムを形成することができないおそれがある。また溶

融張力については、 1 ~ 3 0 c N の範囲にあるものが好ましく、 2 ~ 2 0 c

N の範囲にあるものがより好ましい。溶融張力が 1 c N未満であると突起の

均一性に劣る一方で、 3 0 c N以上であると好ましい突起高さを保てなくな

る。

[0049] 分岐鎖状ポリプロピレン （H ) を得るには、分岐構造を持つオ リゴマーや



ポ リマ一をブ レン ドする方法、特 開昭 6 2 _ 7 0 4 号公報 に記載 され

ているようにポ リプロピレン分子中に長鎖分岐構造 を導入する方法や特許第

2 8 6 9 6 0 6 号公報 に記載 されているような方法等が好 ま しく用い られ る

。 あるいは特 開 2 0 0 9 - 5 4 2 8 7 2 号 に記載 されているような短鎖分岐

を導入 したものでも良い。具体的にはBase LL社製 " P r o f a X P F - 8

1 4 " 、 Borea s社製 " D a p I o y H M S — P P " (W B 1 3 O H M S

、W B 3 5 H M S 等）が例示で きるが、 この中でも電子線架橋法 によ り得

られ る樹脂 が樹脂 中のゲル成分が少ないため に好 ま しく用い られ る。 こう し

た分岐鎖状 ポ リプロピレン （H ) を通常の直鎖状 ポ リプロピレン （P P ) に

添加 した際の特徴 は、 P P の溶融結晶化温度 が通常 1 1 0 °C 付近 にあるのに

対 して、 1 1 5 ~ 1 3 0 °C の範 囲に上昇することである。

[0050] 本発 明 においては、 このような分岐鎖状 ポ リプロピレン （H ) を通常の直

鎖状 ポ リプロピレン （P P ) に添加する場合、 フィル厶全体 における分岐鎖

状 ポ リプロピレン （H ) の含有量 は、 1 0 質量％ を上限 と してお くことが好

ま しい。 よ り好 ま しい含有量 は 0 . 0 2 ~ 8 質量。/ 0、 さ らに好 ま しくは 0 .

0 5 ~ 6 質量％でぁる。

[0051 ] この よ うな樹脂組成 をとることで、 フイルムには少な くとも 2 つの融解 ピ

— ク温度 が観察 され ることになる。 すなわち、 2 n d _ R u n で測定する際

に観測 され る融解 ピー クと して、第一の融解 ピー ク温度 1 6 0 ~ 1 7 2 °C に

加 えて、 シ ョル ダー ピー ク温度 1 4 8 ~ 1 5 7 °C を持つ ことがで き、 これ に

よ り均一な突起 を有 し、粗大突起の少ない緻密な表面形状 を有 するフィル厶

が得 られ る。 また、 このような含有量 とすることによ り、突起の均一性 に優

れ、 しかも粗大突起の少ない優れた表面形状 と、 _ 4 0 °C か ら 8 0 °C を超 え

る広範 囲の雰囲気温度条件下でも優れた加工性 と高耐電圧性 とを発揮 する二

軸配向ポ リプロピレンフイルムを製造することがで きる。

[0052] 次 に、上記の直鎖状 ポ リプロピレン （P P ) について説明する。 同ポ リマ

—は、通常、包装材ゃ コンデ ンサ用 に使用 され るものであるが、好 ま しくは

冷 キシ レン可溶部 （以下 C X S ) が 4 質量％以下であることが好 ま しい。 こ



こで冷キシレン可溶部 （C X S ) とは試料をキシレンで完全溶解 した後に室

温で析出させた後にキシレン中に溶解 しているポリプロピレン成分であり、

立体規則性の低い、分子量が低い等の理由で結晶化し難い成分に該当してい

ると考えられる。このような成分が多く樹脂中に含まれているとフィル厶の

熱寸法安定性に劣ったり、高温での絶縁破壊電圧が低下したりする等の問題

を生じることがある。従って、C X S は4 質量％以下であることが好ましい

。さらに好ましくは3 質量％以下であり、特に好ましくは2 質量％以下であ

る。上記範囲は、使用する直鎖状ポリプロピレンについて満足していること

が好ましいが、同ポリマ一を構成成分とするフィル厶全体が満足しているこ

とも好ましい。なお、C X S は少なければ少ないほど好ましいが、実質的な

下限値は 1質量％程度である。

[0053] 上記のようなC X S を有するポリマ一やポリプロピレンフイルムとするに

は、ポリマ一を得る際の触媒活性を高める方法、得られたポリマ一を溶媒あ

るいはプロピレンモノマ一自身で洗浄する方法等を使用できる。同様な観点

から直鎖状ポリプロピレンのメソペンタツド分率は0 . 9 5 以上であること

が好ましく、さらに好ましくは0 . 9 7 以上である。メソペンタッド分率は

核磁気共鳴法 （NM R法）で測定されるポリプロピレンの結晶相の立体規則

性を示す指標であり、この数値が高いものほど結晶化度が高く、融点が高く

なり、高温での絶縁破壊電圧が高くなるので好ましい。メソペンタツド分率

の上限については特に規定するものではない。このように立体規則性の高い

ポリマ一を得るには上述のようにn —ヘプタン等の溶媒で得られた樹脂バウ

ダ一を洗浄する方法等が例示できる。なお、メソペンタッド分率は高ければ

高い程好ましいが、実質的な上限値は0 . 9 9 5 程度である。

[0054] 直鎖状ポリプロピレンとしては、より好ましくは溶融流動指数 （M F R )

が 1 ~ 1 0 g / 1 0 分 （2 3 0 °C、 2 1 . 1 8 N荷重）、特に好ましくは2

~ 5 g / 1 0 分 （2 3 0 °C、 2 1 . 1 8 N荷重）の範囲のものが、製膜性の

点から好ましい。

[0055] 直鎖状ポリプロピレンとしては、主としてプロピレンの単独重合体からな



るが、本発明の 目的を損なわない範囲で他の不飽和炭化水素 による共重合成

分な どを含有 してもよい し、 プロピレンが単独ではない重合体がブ レン ドさ

れていてもよい。 このような共重合成分や ブ レン ド物 を構成する単量体成分

と して例 えばエチ レン、 プロピレン （共重合 されたブ レン ド物の場合）、 1

— プテ ン、 1 _ ペ ンテ ン、 3 —メチル ペ ンテ ン _ 1、 3 —メチル プテ ン一 1

、 1 —へ キセ ン、 4 —メチル ペ ンテ ン _ 1、 5 —ェ チル へ キセ ン _ 1、 1 _

才 クテ ン、 1 —デセ ン、 1 — ドデセ ン、 ビニル シ ク ロへ キセ ン、 スチ レン、

ァ リル ベ ンゼ ン、 シ ク ロペ ンテ ン、 ノル ボル ネ ン、 5 _ メチル _ 2 _ ノル ボ

ルネンな どが挙 げ られる。共重合量 またはブ レン ド量は、耐絶縁破壊特性、

寸法安定性の点か ら、共重合量では 1 m o l % 未満 と し、 ブ レン ド量では 1

0 質量％未満 とするのが好 ま しい。

[0056] また、直鎖状ポ リプロピレンには、本発明の 目的を損なわない範囲で種 々

の添加剤、例 えば結晶核剤、酸化防止剤、熱安定剤、す《 り剤、帯電防止剤

、 ブロッキング防止剤、充填剤、粘度調整剤、着色防止剤な どを含有するこ

ともで きる。

[0057] これ らの中で、酸化防止剤の種類 および含有量の選定は長期耐熱性 を向上

させるために重要 となる場合がある。すなわち、酸化防止剤 と しては立体障

害性 を有するフエノール系のもので、 その うち少な くとも 1 種 は分子量 5 0

0 以上の高分子量型のものが好 ま しい。 その具体例 と しては種 々のものが挙

げ られるが、例 えば 2 ， 6 _ ジ— t —プチル — p _ ク レゾ一ル （B H T ：分

子量 2 2 0 . 4 ) とともに 1 ， 3 ， 5 _ 卜リメチル _ 2 ， 4 ， 6 _ 卜リス （

3 ， 5 _ ジ— t —プチル —4 —ヒ ドロキシベ ンジル）ベ ンゼ ン （例 えばチバ

ガイギ一社製 I rganox (登録商標） 1330 : 分子量 7 7 5 . 2 ) またはテ トラキ

ス [ メチ レン一 3 ( 3 ， 5 _ ジ一 t —プチル 一4 —ヒ ドロキシフエニル） プ

口ビオネ一 卜] メタン （例 えばチバ ガイギ一社製 I rganox1 0 10 ：分子量 1 ， 1

7 7 . 7 ) 等 を併用することが好 ま しい。 これ ら酸化防止剤の総含有量はポ

リプロピレン全量 に対 して 0 . 0 3 ~ 1 質量％の範囲が好 ま しい。酸化防止

剤が少なす ぎると長期耐熱性 に劣 る場合がある。酸化防止剤が多す ぎるとこ



れら酸化防止剤のプリー ドアウ トによる高温下でのプロッキングにより、コ

ンデンサ素子に悪影響を及ぼす場合がある。より好ましい含有量は0 . 1 ~

0 . 9 質量％であり、特に好ましくは0 . 2 ~ 0 . 8 質量％である。

[0058] 本発明においては、本発明の目的に反 しない範囲で、結晶核剤を添加する

ことができる。既述の通り、分岐鎖状ポリプロピレンは既にそれ自身で 晶

乃至は 晶の結晶核剤効果を有するものであるが、別種の 晶核剤 （ジベン

ジリデンソルビ卜一ル類、安息香酸ナ トリウム等）、 晶核剤 （1， 2 —ヒ

ドロキシステアリン酸カリウム、安息香酸マグネシウム、 N，N ' —ジシク

口へキシル_ 2 ， 6 _ ナフタレンジカルボキサミ ド等のアミ ド系化合物、キ

ナナクリドン系化合物等）等を添加することも好ましい。但 し、本発明では

これらの結晶核剤を添加することにより、目的とする表面粗さが得難 くなる

など、高温での体積固有抵抗の低下等電気特性にも悪影響を与える可能性も

あるため、含有量としては、 0 . 1 質量％未満とするのが好ましい。さらに

好ましくは実質的に添加されていないことが好ましい。

[0059] また、本発明のフイルム表面の光沢度は、 1 0 0 ~ 1 5 0 %の範囲である

ことが好ましい。より好ましくは 1 2 0 ~ 1 4 0 %である。すなわち、光沢

度を低下させることはフィル厶表面での光散乱の密度をアツプすること、す

なわちフイルム表面の凹凸を緻密にすることを意味 し、単位面積当たりの突

起個数が増えることを意味する。ただ し、光沢度を 1 0 0 %未満まで低下さ

せると、フイルムのハン ドリング性は良好となるが、突起個数が増えること

によって突起間のエア一量が増え、フィル厶層間間隙が広がり、鳴き特性が

悪化する傾向がある。一方、光沢度が 1 5 0 % を超えると突起個数が減少す

るためにフィル厶層間が滑りにくく扁平状のコンデンサ素子に成形すること

が困難になる。加えて、空気抜け不良が起こりやすく、コンデンサ素子にし

た際にフイルム層間間隙が広がり、鳴きが悪化する場合がある。また、充分

なフイルム層間のクリァランスを維持できずに保安性が悪化する等の問題が

生 じることがある。光沢度が上記範囲であれば、素子巻き取り性、耐圧、保

安性、鳴き特性が良好となる。



[0060] 本発明の二軸配向ポ リプロピレンィル厶の長手方向の熱収縮応力特性値 （

以下、熱収応力値）は 0 . 8 ~ 3 . 0 N / m m 2であることが好ま しい。 また

、熱収応力値の ピークを示す温度は 1 1 0 ~ 1 3 0 °C の範囲であると好ま し

し、。熱収応力値は、 より好ま しくは 1 . 0 ~ 3 . O N / m m 2 である。熱収応

力値が 0 . 8 N / m m 2 を下回ると、 コンデ ンサ素子巻 き時に熱収縮 による巻

き締 まりが起 こりに くいために、 フィル厶層間の間隙が埋 まらず、鳴 き特性

が悪化する場合がある。 また、熱収応力値が 3 . O N / m m 2 を上回ると、素

子形成時のァニ一 リング工程 において、 フイルムの巻 き締 まりが強すぎるた

めに、均一な素子形成が行えない場合がある。

[0061 ] また、長手方向の熱収縮開始温度は 6 0 ~ 1 0 0 °C であることが好ま しく

、 さらに好ま しくは 6 5 ~ 9 0 °C、特 に好ま しくは 7 0 ~ 8 5 °C である。熱

収縮開始温度が 6 0 °C を下回ると蒸着加工時のシヮの発生、 ク一 リング ドラ

厶との密着不良による熱負けの発生の恐れがある。一方熱収縮開始温度が 1

0 0 °C を超えると、素子形成時のァニ一 リング工程での層間密着性が不良と

な り、特 に交流用途で問題 を生 じる恐れがある。 このような熱収応力値、熱

収縮開始温度 を制御する方法 と しては、本発明フイルム製造時の延伸温度 と

延伸倍率 を適宜選択する方法が例示できる。具体的には、延伸温度 を下げる

および/ または延伸倍率 を上げることで熱収縮開始温度 を下げ、 また熱収応

力値 を高めることができる。

[0062] また、本発明の二軸配向ポ リプロピレンフイルムの灰分は 5 0 p p m以下

(質量基準、以下同 じ）であることが好ま しい。 より好ま しくは 3 O p p m

以下であ り、特 に好ま しくは 2 0 p p m以下である。灰分が 5 O p p m を超

えると、 フイルムの耐絶縁破壊特性が低下 し、 コンデ ンサ と した場合に絶縁

破壊強度が低下する場合がある。灰分をこの範囲とするためには、触媒残渣

の少ない原料を用いることが重要であるが、製膜時の押出系か らの汚染も極

力低減するなどの方法、例えばプ リ一 ド時間 （製膜前 に原料を押出系に通 し

配管内を洗浄する時間）を 1 時間以上かけるなどの方法を採用することがで

きる。なお、灰分は少なければ少ない程好ま しいが、実質的な下限値は、 1



0 p p m程度である。

[0063] 本発明の二軸配向ポリプロピレンフイルムは、コンデンサ用誘電体フィル

厶として好ましく用いられるものであるが、コンデンサの特定のタイプに限

定されるものではない。具体的には電極構成からは箔巻きコンデンサ、金属

蒸着膜コンデンサのいずれであってもよく、絶縁油を含浸させた油浸タイプ

のコンデンサや絶縁油を全く使用しない乾式コンデンサにも好ましく用いら

れる。中でも絶縁油を含浸させた油浸タイプのコンデンサにおいて、特に有

用である。また、形状の観点からも捲巻式であっても積層式であっても構わ

ない。上記の中では、本発明のフイルムの特性から特に金属蒸着膜の捲巻式

コンデンサとして好ましく使用される。

[0064] 一般にポリプロピレンフイルムは表面エネルギーが低く、金属蒸着を安定

的に施すことは困難である。従って、金属付着力を良好とするために、事前

に表面処理を行うことが好ましい。表面処理とは具体的にコロナ放電処理、

ブラズマ処理、グロ一処理、火炎処理等が例示できる。通常ポリプロピレン

フイルムの表面濡れ張力は3 O m N / m程度であるが、これらの表面処理に

よって、濡れ張力を3 7 ~ 5 O m N / m、好ましくは3 9 ~ 4 8 m N / m程

度とすることで、金属膜との接着性に優れ、保安性も良好なフイルムとする

ことができる。

[0065] 本発明の二軸配向ポリプロピレンフイルムは、上述した特性を与えうる原

料を用い、二軸延伸されることによって得られる。二軸延伸の方法としては

、インフレーション同時二軸延伸法、ステンタ一同時二軸延伸法、ステンタ

—逐次二軸延伸法のいずれによっても得られるが、その中でも、製膜安定性

、厚み均一性、フイルムの表面形状を制御する点においてステンタ一逐次二

軸延伸法により製膜されたものが好ましく用いられる。

[0066] 次に本発明の二軸配向ポリプロピレンフイルムの製造方法を以下に説明す

るが、必ずしもこれに限定されるものではない。

[0067] まず、直鎖状ポリプロピレン （P P ) に高溶融張力ポリプロピレン樹脂 （

分岐鎖状ポリプロピレン （H ) ) をブレンドして溶融押出しする。溶融押出



しした樹脂を濾過フィルタ一を通 した後、 2 2 0 ~ 2 8 0 °Cの温度でスリッ

卜状口金 （フラットダイ）から押出す。口金から押出したポリマ一を冷却 ド

ラム上で固化させ未延伸シ一 卜を得る。本発明のフイルムを得るためには

晶を適正に生成させることが好ましく、そのためには冷却 ドラムの温度制御

を適切に行うことが重要である。 晶を効率的に生成させるためには、樹脂

の温度を 晶が生成 し得る温度に所定時間維持することが好ましい。具体的

には樹脂の温度は 1 1 5 ~ 1 3 5 °Cであることが好ましい。またその温度に

保持する時間は 1秒〜 3 秒が好ましい。保持時間が短すぎるとβ 晶が十分に

生成せず、突起密度が不十分となる場合がある。また、保持時間が長すぎる

とフィル厶の結晶化が進行 しすぎ、後の工程での延伸が困難となる可能性が

ある。

[0068] これらの条件を実現するためには樹脂温度や押出量、引き取り速度等に応

じて適宜プロセスを決定すればよい。特に生産性の観点からすると、冷却 ド

ラムの径が保持時間に大きく影響するために、冷却 ドラムの直径は少なくと

も 1 m以上であることが好ましい。

[0069] さらに、本発明のフイルムを得るためには、これらの保持時間に合わせて

冷却 ドラム温度を選定することが重要である。選定すべき冷却 ドラム温度と

しては上述のように他の要素が影響するためにある程度の任意性を含むもの

の、 5 0 ~ 1 0 0 °Cであることが好ましい。さらに好ましくは 6 0 ~ 8 0 °C

、特に好ましくは 6 0 ~ 7 0 °Cの範囲である。冷却 ドラム温度が高すぎると

フイルムの結晶化が進行 しすぎ、後の工程での延伸が困難になったり、フィ

ル厶内にボイ ドができ耐絶縁破壊特性が低下 したりする場合がある。あるい

は冷却 ドラムとフイルムとの密着性が低下 して温度ムラが生 じるなどの影響

も出やすい。また、 晶が大きく成長するために、粗大な突起が生 じやすく

なる。冷却 ドラムへの密着方法としては静電印加法、水の表面張力を利用 し

た密着方法、エア一ナイフ法、プレスロール法、水中キャス ト法などのうち

いずれの手法を用いてもよいが、平面性が良好でかつ表面粗さの制御ができ

るエア一ナイフ法が好ましい。特に厚みを厚 くする場合においては、フィル



厶表裏の形態差がで きやすいために、エア一ナイフの温度 を適切 に管理する

ことによって、表裏 ともに平滑 とすることがで きる。エア一ナイフのエア一

温度 は、 2 0 ~ 6 0 °C が好 ま しい。 さ らに好 ま しくは 2 5 ~ 5 0 °C、特 に好

ま しくは 3 0 ~ 4 0 °C の範囲である。エア一ナイフのエア一温度が 6 0 °C よ

りも高いと、 フイルムの結晶化が進行 しす ぎ、後の工程での延伸が困難 にな

つた り、 晶が大 きく成長するために、粗大な突起が生 じ易 くな つた り、 フ

イル ム 内にボイ ドがで き耐絶縁破壊特性が低下する場合がある。 また、エア

—ナイフのエア一温度が 2 0 °C 未満であると、結晶生成が不十分 とな り目的

とする表面の突起個数 を得 ることが困難 となる場合がある。

[0070] また、エア一ナイフの吹 き出 しエア一速度 は、 1 3 0 ~ 1 5 0 m / s が好

ま しい。 また、幅方向均一性 を向上 させるために 2 重管構造 とな っているこ

とが好 ま しい。エア一速度が 1 3 O m / s 未満であると、 フイルムが冷却 ド

ラムに十分 に密着せずに製膜性が悪化する場合がある。 1 5 0 m / s を超 え

ると、 フィル厶が冷却 ドラムに均一に密着せずに製膜性が悪 くな つた り、品

質ムラ、厚みムラ等が生 じる場合がある。 また、 フイルムの振動 を生 じさせ

ないために製膜下流側 にエア一が流れるようにエア一ナイフの位置 を調整す

ることが好 ま しい。

[0071 ] 次 にこの未延伸 フイルムを二軸延伸 し、二軸配向させる。 まず未延伸 フィ

ル厶を 1 2 0 ~ 1 4 0 °C に保たれた複数の ロール に通 して予熱する。予熱は

フィル厶の両面が同様の面形状 となるように温度差がないように行 う。 この

温度状態 を保 ったまま周速差 を設 けた ロール間にフ イル ム を通 して、長手方

向に 2 ~ 6 倍 に延伸 し、室温 に冷却する。 また、予熱 ロール温度 とフ イル ム

の接触時間 とを適切な関係 にする必要がある。温度のみが適切であ つても、

予熱 ロールの接触時間が短す ぎても長す ぎてもフィル 厶表面の温度 に表裏差

が生 じる場合がある。一方で、 口一ル接触時間が適切であ っても予熱温度が

不適切であればやは りフ イル ム表面の温度 に表裏差が生 じる場合がある。 ま

た、熱収応力値、熱収縮開始温度 を制御する観点か らも、延伸温度 と延伸倍

率 を適宜選択する必要がある。具体的には、延伸温度 を下げるおよび/ また



は延伸倍率を上げることで熱収縮開始温度を下げ、また熱収応力値を高める

ことができる。

[0072] さらに高出力のラジェ一シヨンヒータ一を使用 して延伸する際には、その

出力を2 . 0 3 . 5 k Wにすることが好ましい。ラジェ一シヨンヒータ一

の出力が低すぎると、低温延伸となり、延伸過程において破れが生 じる場合

がある。また、高すぎると、フイルム内にボイ ドができ耐絶縁破壊特性が低

下 したり、突起高さが高くなりすぎる場合がある。

[0073] 長手方向への延伸に引き続き、一軸配向フイルムをステ ンターに導いて 1

5 0 ~ 7 0 °Cの温度で幅方向に 5 ~ 1 5 倍に延伸 し、次いで幅方向に2 ~

2 0 %の弛緩を与えつつ 1 4 0 ~ 1 6 0 °Cの温度で熱固定する。さらに、蒸

着を施す面に蒸着金属の接着性を良くするため、空気中、窒素中、炭酸ガス

中あるいはこれらの混合気体中でコ口ナ放電処理を行い、二軸配向フィル厶

を得る。コロナ放電処理の例として、 1 0 ~ 2 0 k W程度の出力で放電処理

を行う。さらに、本発明のように厳密な表面構造制御を行う場合には、その

製膜過程において、フイルムの結晶化が高まるため、低熱収縮応力化 して し

まう傾向がある。そのため、上記 したようにフラットダイ法にて二軸延伸 し

た後に、さらに周速の異なるロールを用いて延伸を行うことが好ましい。こ

の場合、 1 0 0 ~ 1 3 0 °Cで長手方向に延伸比 0 . 1 ~ 3 %で延伸を行うこ

とにより、最適な熱収縮特性と安定 した延伸特性を両立させることができる

。なお、延伸比 （％) とは、延伸前後でのフイルム搬送速度をそれぞれV 0，

V ，とすると、 （V V o— 1 ) X 0 0 (%) で定義される値である。

[0074] 本発明においては、上記の二軸配向ポリプロピレンフイルムの少なくとも

片面に金属膜を設けて金属化フイルム とすることが好ましい。金属膜を設け

る方法は特に限定されないが、例えば、ポリプロピレンフィル厶の少なくと

も片面に、アルミニウムを蒸着 してフイルムコンデンサの内部電極となるァ

ルミニゥ厶蒸着膜等の金属膜を設ける方法が好ましく用いられる。このとき

、アルミニウムと同時あるいは逐次に、例えば、ニッケル、銅、金、銀、ク

ロムおよび亜鉛などの他の金属成分を蒸着することもできる。また、蒸着膜



上にオイルなどで保護層を設けることもできる。

[0075] 金属膜の厚みは、フイルムコンデンサの電気特性とセルフヒール性の点か

ら2 0 ~ 1 0 0 n mの範囲であることが好ましい。また、同様の理由により

、金属膜の表面電気抵抗値が 1 ~ 2 Ο Ω / 口の範囲であることが好ましい。

金属種には固有の抵抗値があり、さらに抵抗値は膜厚に反比例するので、表

面電気抵抗値は使用する金属種と膜厚で制御できる。

[0076] 本発明では、必要により、金属膜を形成後に得られる金属化フイルムを特

定の温度でェ一ジング処理を行なつたり、熱処理を行なったりすることがで

きる。また、絶縁もしくは他の目的で、金属化フイルムの少なくとも片面に

、ポリフエ二レン才キサイドなどをコ一ティングすることもできる。

[0077] このようして得られた金属化フイルムは、積層もしくは巻回してフイルム

コンデンサとすることができる。巻回型フイルムコンデンサの好ましい製造

方法を例示すると、次のとおりである。

[0078] まず、ポリプロピレンフイルムの片面にアルミニウムを真空蒸着する。そ

の際、フイルム長手方向に走るマ一ジン部を有するス卜ライプ状に蒸着する

。次に、表面の各蒸着部の中央と各マ一ジン部の中央に刃を入れてスリット

し、表面が一方にマ一ジンを有した、テープ状の巻取リールを作成する。左

にマージンを有するテープ状の巻取リールと右にマージンを有するテープ状

の巻取リールの各 1本ずつを、幅方向に蒸着部分がマージン部よりはみ出す

ように2 枚重ね合わせて巻回し、巻回体を得る。この巻回体から芯材を抜い

てプレスし、両端面にメタリコンを溶射して外部電極とし、メタリコンにリ

—ド線を溶接して巻回型コンデンサ素子を得ることができる。

[0079] フイルムコンデンサの用途は、車両用、家電用 （テレビや冷蔵庫など）、

—般雑防用、自動車用 （ハイブリット力一、パワーウィンドウやワイパーな

ど）および電源用等、多岐に渡っており、本発明のフイルムコンデンサはそ

のいずれにも好適に使用できる。

[0080] 以下、本発明における特性値の測定方法、並びに効果の評価方法を述べる



[0081 ] ( ) フ イル ム 厚 み （ m )

J I S C — 2 3 3 0 ( 2 0 0 1 ) の 7 . 4 . 1 . 1 に よ りマ イ ク ロメ一

タ法厚 み を測 定 した。

[0082] ( 2 ) 溶 融 流 動 指数 （M F R )

J I S _ K 7 2 1 0 ( 1 9 9 9 ) に準 じて、 測 定温度 2 3 0 °C 、 荷 重 2 1

. 8 N で測 定 した。

[0083] ( 3 ) メ ソペ ンタ ッ ド分率 （m m m m )

試 料 を溶 媒 に溶 解 し、 1 3 C _ N M R を用 いて、 以 下 の条 件 にて メ ソペ ンタ

ッ ド分率 （m m m m ) を求 め た （参考 文献 ：新 版 高分 子分析 ハ ン ドプ ック

社 団法 人 日本 分析 化学 会 高分 子分析 研 究懇 談 会 編 1 9 9 5 年 P 6

0 9 6 ) 。

[0084] A . 測 定 条 件

装 置 ：Bruker 社 製 、 D R X — 5 0 0

測 定核 ：1 3 C 核 （共 鳴周 波数 ：1 2 5 . 8 M H z )

測 定濃 度 ：1 0 w t %

溶 媒 ：ベ ンゼ ン/ 重 オル トジ ク ロ ロベ ンゼ ン = 質量 比 1 ：3 混 合溶 液

測 定温度 ：1 3 0 °C

N M R 試 料管 ：5 m m 管

パ ル ス 幅 ：4 5 ° ( 4 . 5 S )

パ ル ス 繰 り返 し時 間 ：1 0 秒

換 算 回数 ：1 0 ， 0 0 0 回

測 定 モ一 ド ：comp lete decoup Li ng

[0085] B . 解 析 条 件

L B ( ラ イ ンプ ロ一 ドニ ング フ ァクタ一） を 1 . 0 と して フー リエ変換 を

行 い、 m m m m ピー クを 2 1 . 8 6 p p m と した。 W I N F I T ソ フ ト （Bru

ker 社 製 ） を用 いて、 ピー ク分 割 を行 う。 その際 に、 高磁 場側 の ピー クか ら以

下 の よ うに ピー ク分 割 を行 い、 さ らに ソ フ 卜の 自動 フ ィ ッテ ィ ングを行 い、

ピー ク分 割 の最 適 化 を行 った上 で、 m m m m と s s ( m m m m の ス ピニ ング



サ イ ドバ ン ドピー ク）の ピー ク分率 の合計 をメソペ ンタ ツ ド分率 （m m m m

) とす る。

尚、測定 は 5 回行 い、 その平均値 を求め る。

ピー ク

( a ) m r r m

( b ) ( c ) r m ( 2 つの ピー クと して分割 )

( d )

( e ) m m m + m

( f ) m m 「 に

( 9 ) m m m 「

( h ) s s ( m m m m の ス ピニ ンダサ イ ドバ ン ドピー ク）

( ) m m m m

( ) 「 m m 「 o

[0086] (( 44 )) 内部 3 置換 才 レフ ィ ン個数

試料 を溶媒 に溶解 し、 ！H — N M R を用 いて、以下の条件 にて内部 3 置換 才

レフ ィンの個数 を求め る。

[0087] A . 測 定条件

装置 ：日本電子製 ECX400P型核磁 気共鳴装置

測定核 ：1 H 核 （共鳴周波数 ：5 0 0 M H z )

測 定濃度 ：2 w t %

溶 媒 ：重オル 卜ジ クロロベ ンゼ ン

測定温度 ：1 2 0 °C

ノ《ル ス 幅 ：4 5 °

パ ル ス繰 り返 し時間 ：7 秒

換算 回数 ：5 1 2 回

測 定 モ一 ド ：non decoup Li ng

[0088] B . 解 析 条件

オル トジ クロロベ ンゼ ンの化学 シ フ ト7 . 1 0 p p m を基準 と し、 5 . 0



~ 5 . 2 p p m領域のシ グナル を内部 3 置換才 レフ ィンの プロ トン と帰属、

0 . 5 ~ 2 . 0 p p m のプロ一 ドなシグナル との積分比か ら内部 3 置換才 レ

フィンのプロ 卜ン比を求める。

[0089] ( 5 ) 中心線平均粗 さ （S R a ) 、十点平均粗 さ （S R z ) 、突起個数 （

P c ) 、各面に存在する突起のうち最も個数の多い突起の高さ （P h Z )

J I S - B - 0 6 0 ( 9 8 2 ) によ り、株式会社小坂研究所製 「非接

触三次元微細形状測定器 （E T - 3 0 H K ) 」および 「三次元粗 さ分析装置 （

M O D E L S P A _ 1 1 ) 」を用いて測定 した。 まず、 1 回分の測定を行

し、、中心線平均粗 さ （S R a ' ) 、十点平均粗 さ （S R z ' ) 、突起個数 （

P c ' ；) 、各面に存在する突起のうち最も個数の多い突起の高さ （P h Z '

) を求めた。 この測定を長手方向に 1 0 回繰 り返 し、それぞれの平均値 を求

めた。 この平均値 をポ リプロピレンフイルムの中心線平均粗 さ （S R a ) 、

十点平均粗 さ （S R z ) 、突起個数 （P c ；) 、各面に存在する突起のうち最

も個数の多い突起の高さ （P h Z ) と した。

[0090] 回分の詳細条件 とデータ処理 については下記の通 りと した

突起個数 （P c ' ) (単位 ：個 / 0 . 1 m m 2 )

測定器により検出された検出値は、 5 0 n m 間隔の ヒス トグラムと して出

力される。たとえば検出値 と して 1 5 0 n m以上 2 0 0 n m未満の突起が存

在 した場合には、スライス値 （Z ) と して 1 5 0 n m と表記された欄 にカウ

ン 卜される。突起個数 （P c ' ) は P h Z ' の測定条件の項 目に示す幅方向

、長さ方向サ ンプ リング間隔で検出された全てのスライス値 （Z ) における

突起個数 を 0 . 1 m m 2あた りの個数 に換算 した値 を合計 したものを示す。

[0091 ] 各面 に存在する突起のうち最も個数の多い突起の高さ （P h Z ' ) (単

：n m )

上記 ヒス トグラムうち、最も個数が多 くヒス トグラムの頂点を示すところ

のス ライ ス値 （Z ) を、各面に存在する突起のうち最も個数の多い突起の高

さ （P h Z ' ) と した。 また、最も突起個数が多いス ライ ス値 （Z ) が複数

存在する場合においては、それぞれのスライス値の平均を各面に存在する突



起のうち最も個数の多い突起の高さ （P h Z ' ) とした。

[0092] 測定条件

測定面処理 ：測定面にアルミニウムを真空蒸着 し、非接触法とした

測定方向 ：フイルムの幅方向

幅方向送り速度 ：0 . 1 m m/ 秒

測定範囲 （幅方向X 長さ方向） ：1 . O m m X O . 2 4 9 m m

高さ方向寸法の基準面 ：L OW E R (下側）

幅方向サ ンプリング間隔 ：2 m

長さ方向サンプリング間隔 ：1 O m

長さ方向サンプリング本数 ：2 5 本

カットオフ ：0 . 2 5 m m/ 秒

幅方向拡大倍率 ：2 0 0 倍

長さ方向拡大倍率 ：2 0 ，0 0 0 倍

うねり、粗さカット：な し。

[0093] 測定方法

測定には専用のサンプルホルダ一を使用する。サンプルホルダ一は中心に

円形の穴が空いた脱着可能な 2 枚の金属板であり、その間にサンプルを挟ん

でサンプルホルダ一の四方までフイルムを張って装着することで固定 し、中

央円形部のフィル厶を測定 した。

[0094] 測定結果

上記方法によって得 られた測定結果の例を表 1 に示す。データが表 1 に示

す値の場合、本発明の各パラメータは次のとおり読み取る。

S R a ' 2 0 . 1 n m

S R z ' 7 1 5 n m

P c ' 1 0 9 ィ固/ 0 . 1 m m 2

P h Z ' 1 5 0 n m。

[0095] ( 6 ) フイルム原反特性 （絶縁破壊電圧、原反ス リッ ト収率）

J I S C 2 3 3 0 ( 2 0 0 ) 7 . 4 . 1 1 . 2 の B法 （平板電極法）



に準 じて、 5 0 個のサンプルについてそれぞれ絶縁破壊時の電圧を測定 し、

その平均値を求めた。この平均値を測定 したサンプルのフイルム厚み （ m

) で除 した値を、最終的な絶縁破壊電圧 （V m) とした。

[0096] また、フイルム原反のスリットで巻きズレや しわが発生 したものを不合格

とし、不合格となったものの数の製造数全体に対する割合を百分率で示 し加

ェ性の指標とした （以下原反スリツ卜収率という）。原反スリツ卜収率は高

いほど好ましい。 9 5 %以上を良好 " A " 、 9 0 %以上 9 5 %未満を " B "

、 9 0 %未満を不良 " C " とした。 A またはB が実用可能なレベルである。

[0097] ( 7 ) 金属膜の表面電気抵抗 （単位 ：Ω / 口）

金属化フイルムを長さ方向に 1 O m m、幅方向に全幅 （5 0 m m) の長方

形にカツ卜して試料とした。 4 端子法により、この試料の幅方向 3 0 m m間

の金属膜の抵抗を測定 した。得 られた測定値に測定幅 （1 O m m) を乗 じ、

電極間距離 （3 0 m m) を除 して、膜抵抗を算出した。

[0098] ( 8 ) コンデンサ製造の際の素子加工性 （素子巻収率）

各実施例および比較例で得 られたポリプロピレンフイルムのコロナ処理面

に、真空蒸着機にて、長手方向に走るマ一ジン部を有するス トライプ状に金

属を蒸着 した （蒸着部の幅 2 0 . O m m、マ一ジン部の幅 2 . O m mの繰 り

返 し）。蒸着する金属種は、金属アルミニウムと金属亜鉛とし、蒸着部が膜

抵抗 1 8 Ω / 口のァロイ金属蒸着膜 （アルミニウム ：亜鉛= 5 ：9 5 (質量

比））になるように蒸着を施 した。次に各蒸着部の中央と各マ一ジン部の中

央に刃を入れてスリットし、左もしくは右に 1 . O m mのマ一ジンを有する

全幅 2 m mのテープ状に巻取 リールにした。得 られた左マ一ジンのリール

と右マ一ジンのリールの各 1本ずつを、幅方向に蒸着部分がマージン部より

0 . 5 m mはみ出すように2 枚重ね合わせて巻回 し、静電容量約 0 . 4 7 从

F の巻回体を得た。素子巻回には皆藤製作所製 K A W—4 N H B を用いた。

[0099] 上記のコンデンサの製造の際、巻き始めから巻き終わりまでを目視で観察

し、 しわやずれが発生 したものを不合格とした。不合格となったものの数の

製造数全体に対する割合を百分率で示 し加工性の指標とした （以下素子巻収



率 と称する）。素子巻収率 は高いほど好 ま しい。 9 5 % 以上 を良好 " A " 、

8 0 % 以上 9 5 % 未満 を " B " 、 8 0 % 未満 を不良 " C " と した。 A または

B が実用可能な レベルである。

[01 00] ( 9 ) 蒸着 コンデ ンサ特性の評価

( 8 ) 項 で得たコンデ ンサ素子 （巻回体）か ら 1 0 個 を抜 き取 り、 1 2 0

°C の温度 および 3 0 k g / c m 2 の圧力で 6 分間のプ レス処理 を行い、 メタ リ

コンおよび リー ド端子付 けを行 った。 この素子をウ レタン樹脂で外装 し、静

電容量 0 . 4 7 の コンデ ンサを作製 した。

[01 0 1 ] こう して得 られたコンデ ンサ 1 0 個 を用いて、常温下でコンデ ンサに 9 0

0 V の交流電圧 を印加 した。 9 0 0 V で 3 分間経過後 にステ ツプ状 に 5 0 V

/ 3 分で徐 々に印加電圧 を上昇 させることを繰 り返 し、 いわゆるステ ップァ

ップ試験 を行な った。 ここでは印加機器の電流が激変 したポイン トを破壊 と

した。破壊電圧は、 n V 印加時 t 秒 で破壊 した場合 に、 [ n + 5 0 X t / 1

8 0 ] の式で算出 した。

例 えば 9 5 0 V 印加時 5 3 秒 で破壊 した場合 ：

9 5 0 + 5 0 X 5 3 / 8 0 = 9 6 5 V

算 出電圧 をフィル厶厚みで割 り返 して耐電圧評価 と した。

[01 02] また、破壊後のコンデ ンサを解体 し破壊の状態 を調べて、保安性 を以下の

通 り評価 した

A A ：コンデ ンサ形状の変化は無 く貫通状の破壊 は観察 されない

A ：コンデ ンサ形状の変化は無 くフイルム 1 0 層以内の貫通状破壊が観察

される

B ：コンデ ンサ形状 に変化が認め られる若 しくは 1 0 層 を超 える貫通状破

壊が観察 される

C ：コンデ ンサ形状が破壊 されている

A A は問題な く使用で きるが、 A では条件次第で使用可能である。 B または

C では実用上の問題 を生 じる。

[01 03] ( 0 ) 鳴 き特性の評価



( 8 ) 項 で 得 た コ ン デ ン サ 素 子 （巻 回 体 ） か ら 1 0 個 を 抜 き 取 り、 1 2 0

°C の 温 度 お よ び 3 0 k g / c m 2 の 圧 力 で 6 分 間 の プ レ ス 処 理 を 行 い 、 メ タ リ

コ ン お よ び リ ー ド端 子 付 け を 行 い 、 静 電 容 量 1 . 0 F の 扁 平 プ レ ス 型 コ ン

デ ン サ を 1 0 個 作 成 した 。 耐 圧 パ ル ス 試 験 器 MODEL ：TP-500 ( 武 南 測 器 社 製 ）

に て コ ン デ ン サ に 6 0 H z の 方 形 波 を 印 加 した 。 そ の 際 コ ン デ ン サ が 発 生 す

る 騒 音 を R O N ( 株 ） 製 の 精 密 騒 音 計 ： N A — 2 9 E を 用 い て 測 定 し、 そ

の 平 均 値 を 鳴 き 音 レベ ル と して 算 出 した 。 そ の 結 果 を 下 記 基 準 に て 判 定 した

。 ま た こ の と き の 主 要 条 件 は 次 の と お り で あ る 。

暗 騒 音 レベ ル ： 3 0 ~ 3 5 d B

テ ス 卜電 圧 ： 2 0 5 V

素 子 〜 集 音 マ イ ク 間 の 距 離 ： 5 c m

測 定 数 ： 1 0 個

A A : 鳴 き 音 レベ ル 4 5 d B 未 満

A ：鳴 き 音 レベ ル 4 5 以 上 5 0 ョ 未 満

B : 鳴 き 音 レベ ル 5 0 ョ 以 上 5 5 未 満

C : 鳴 き 音 レベ ル 5 5 d B 以 上 。

実 施 例

[01 04] 以 下 、 実 施 例 を 挙 げ て 本 発 明 の 効 果 を さ ら に 説 明 す る 。

[01 05] ( 実 施 例 1 )

ポ リ プ ロ ピ レ ン の メ ソ ペ ン タ ッ ド分 率 が 0 . 9 8 5 で 、 メ ル トマ ス フ 口 一

レ イ ト （M F R ) が 2 . 6 g / 1 0 分 で あ る ポ リ プ ロ ピ レ ン 樹 脂 （Borea s

社 製 "Borc Lean ( 登 録 商 標 ） " ) と 、 内 部 3 置 換 才 レ フ ィ ン 個 数 が 力 一 ボ ン

原 子 1 0 ， 0 0 0 個 中 に 対 し 3 個 で あ る 分 岐 鎖 状 ポ リ プ ロ ピ レ ン 樹 脂 （高 溶

融 張 力 ポ リ プ ロ ピ レ ン Base LL社 製 P r o f a x P F _ 8 1 4 ) と を 混 合 し

た 。 分 岐 鎖 状 ポ リ プ ロ ピ レ ン 樹 脂 の 含 有 量 は 、 混 合 した 樹 脂 全 体 に 対 して 0

. 5 質 量 ％ で あ っ た 。 こ の 混 合 した 樹 脂 を 温 度 2 6 0 °C の 押 出 機 に 供 給 し、

樹 脂 温 度 2 5 5 °C で T 型 ス リ ッ 卜ダ イ よ り シ 一 卜状 に 溶 融 押 出 した 。 こ の 溶

融 シ 一 卜を 6 0 °C に 保 持 さ れ た 直 径 1 . 2 m の 冷 却 ドラ ム 上 で 冷 却 固 化 した



。 1 1 5 ~ 1 3 5 °C の保持時間は放射温度計の測定の結果 2 秒 であ った。

[01 06] 次 いで冷却固化 したシー トを 1 3 0 °C で予熱 し、周速差 を設 けた ロール間

に通 して長手方向に 4 . 6 倍 に延伸 した。 その際、延伸部でラジェ一シ ヨン

ヒータ一出力 3 . 5 k W を用い熱量 を補 い延伸 した。引 き続 きフ イル ム をテ

ンタ一に導 き、 1 6 4 °C の温度で幅方向に 1 0 倍延伸 し、次いで幅方向に 6

% の弛緩 を与えなが ら 1 5 5 °C で熱処理 を行な った。 さ らに二軸延伸後 に、

長手方向の延伸比 を 2 . 5 % と して延伸 を行 った上で冷却 し、 フイルム厚み

が 7 . 0 m の二軸配向ポ リプロピレンフイルムを得た。 さ らにこのフィル

厶の冷却 ドラムに接 していない面 に 2 OW m i n / m 2 の処理強度で大気中

でコロナ放電処理 を行 った。 こう して得 られた二軸配向ポ リプロピレンフィ

ル 厶 の特性 は表 2 、 3 に示す通 りである。

[01 07] 得 られたフィル厶の絶縁破壊電圧 と素子加工性 および鳴 き特性 についても

表 2 、 3 に示す。耐電圧、素子加工性、鳴 きのいずれも優れるものであ った

[01 08] (実施例 2 )

二軸延伸後 に行 う長手方向の延伸比 を 0 . 5 % と した以外は実施例 1 と同

様 に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフイルムを得た。得 られた二軸配

向ポ リプ ロ ピ レン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 09] (実施例 3 )

冷却 ドラム温度 を 8 0 °C と した以外は実施例 1 と同様 に製膜 を行い、二軸

配向ポ リプロピレンフ イル ム を得た。冷却固化時の 1 1 5 ~ 1 3 5 °C の保持

時間は放射温度計の測定の結果 2 . 4 秒 であ った。得 られた二軸配向ポ リプ

ロピレンフイルムの特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 10] (実施例 4 )

冷却 ドラム温度 を 5 0 °C と した以外は実施例 1 と同様 に製膜 を行い、二軸

配向ポ リプロピレンフ イル ム を得た。冷却固化時の 1 1 5 ~ 1 3 5 °C の保持

時間は放射温度計の測定の結果 1 秒 であ った。得 られた二軸配向ポ リプロピ

レン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。



[01 11] (実施例 5 )

二軸延伸後 に行 う長手方向の延伸比 を 3 . 0 % と した以外は実施例 4 と同

様 に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム を得た。得 られた二軸配

向ポ リプ ロ ピ レン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 12] (実施例 6 )

二軸延伸後 に行 う長手方向の延伸比 を 0 . 0 % と した以外は実施例 3 と同

様 に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフイルムを得た。得 られた二軸配

向ポ リプ ロ ピ レン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 13] (実施例 7 )

分岐鎖状ポ リプロピレン樹脂の含有量 を 1 2 質量％ と した以外は実施例 1

と同様 に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフイルムを得た。得 られた二

軸配向ポ リプロピレンフイルムの特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 14] (実施例 8 )

分岐鎖状ポ リプロピレン樹脂の含有量 を 0 . 0 2 質量％ と した以外は実施

例 1 と同様 に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム を得た。得 られ

た二軸配向ポ リプロピレンフイルムの特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 15] (実施例 9 )

分岐鎖状ポ リプロピレン樹脂の含有量 を 1 0 質量％ と した以外は実施例 1

と同様 に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフイルムを得た。得 られた二

軸配向ポ リプロピレンフイルムの特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 16] (実施例 1 0 )

分岐鎖状ポ リプロピレン樹脂の含有量 を 0 . 0 1 質量％ と した以外は実施

例 1 と同様 に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム を得た。得 られ

た二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 17] (実施例 1 )

ラジェ一シ ヨン ヒータ一出力を 2 . 0 k W と した以外は実施例 1 と同様 に

製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフィル厶を得た。得 られた二軸配向ポ

リプ ロ ピ レン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。



[01 18] (実施例 1 )

延伸前の予熱温度 を 1 4 0 °C と した以外は実施例 1 と同様 に製膜 を行い、

二軸配向ポ リプロピレンフィル厶を得た。得 られた二軸配向ポ リプロピレン

フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 19] (比較例 1 )

分岐鎖状ポ リプロピレン樹脂 を添加 しないこと以外は実施例 1 と同様 に製

膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフィル厶を得た。得 られた二軸配向ポ リ

プ ロ ピ レン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 20] (比較例 2 )

冷却 ドラム温度 を 9 0 °C と した以外は実施例 1 と同様 に製膜 を行い、二軸

配向ポ リプロピレンフイルムを得た。冷却固化時の 1 1 5 ~ 1 3 5 °C の保持

時間は放射温度計の測定の結果 3 . 1 秒 であ った。得 られた二軸配向ポ リプ

ロピレンフイルムの特性 を表 2 、 3 に示す。試験後のコンデ ンサ素子におい

て、 コロナ放電の痕跡が確認 された。

[01 2 1 ] (比較例 3 )

ラジェ一シ ヨンヒータ一出力を 1 0 . 5 k W と した以外は実施例 1 と同様

に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム を得た。得 られた二軸配向

ポ リプロピレンフ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。試験後のコンデ ンサ素子

において、 コロナ放電の痕跡が確認 された。

[01 22] (比較例 4 )

延伸前の予熱温度 を 1 5 0 °C と した以外は実施例 1 と同様 に製膜 を行い、

二軸配向ポ リプロピレンフィル厶を得た。得 られた二軸配向ポ リプロピレン

フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 23] (比較例 5 )

冷却 ドラム温度 を 3 0 °C と した以外は実施例 1 と同様 に製膜 を行い、二軸

配向ポ リプロピレンフイルムを得た。冷却固化時の 1 1 5 ~ 1 3 5 °C の保持

時間は放射温度計の測定の結果 0 . 8 秒 であ った。得 られた二軸配向ポ リプ

ロピレン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。



[01 24] (比較例 6 )

ラジェ一シ ヨンヒータ一出力を 1 . 5 k W と した以外は実施例 1 と同様 に

製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフィル厶を得た。得 られた二軸配向ポ

リプ ロ ピ レン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 25] (比較例 7 )

冷却 ドラム温度 を 9 0 °C と し、延伸前の予熱温度 を 1 1 5 °C と した以外は

実施例 1 と同様 に製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフイルムを得た。冷

却固化時の 1 1 5 ~ 1 3 5 °C の保持時間は放射温度計の測定の結果 3 . 秒

であ った。得 られた二軸配向ポ リプロピレンフ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示

す。製膜時および素子巻 き時にフィル厶の蛇行が多 く観察 された。

[01 26] (比較例 8 )

ラジェ一シ ヨンヒータ一出力を 5 . 5 k W と した以外は実施例 1 と同様 に

製膜 を行い、二軸配向ポ リプロピレンフィル厶を得た。得 られた二軸配向ポ

リプ ロ ピ レン フ イル ム の特性 を表 2 、 3 に示す。

[01 27]
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請求の範囲

[ 請求項 1] フイルムの両面 に突起 を有 し、各面の突起の うち最 も多い突起の高

さ （P h Z ) が両面 ともに 1 0 0 n m以上 4 0 0 n m未満であ り、か

つ各面の 0 . 1 m m 2 あた りの突起個数 （P c ) が両面 ともに 1 5 0

個以上 5 0 0 個未満である二軸配向ポ リプロピレンフイルム。

請求項2] いずれの表面の 1 0 点平均粗 さ（S R z ) も 4 0 0 n m以上 8 5 0 η

m以下である、請求項 1 の二軸配向ポ リプロピレンフイルム。

請求項3] いずれの表面の中心線表面粗 さ（S R a ) も 2 0 n m以上 4 0 n m以

下である、請求項 1 または 2 の二軸配向ポ リプロピレンフイルム。

請求項4] 長手方向の 1 2 0 °C の熱収応力値が 0 . 8 ~ 3 . 0 N m m 2であ

る、請求項 1 ~ 3 のいずれかの二軸配向ポ リプロピレンフイルム。

請求項 5] 分岐鎖状ポ リプロピレン （H ) を 0 . 0 2 ~ 1 0 質量％含有する、

請求項 1 ~ 4 のいずれかの二軸配向ポ リプロピレンフイルム。

：請求項 6] 請求項 1 〜 5 のいずれかの二軸配向ポ リプロピレンフィル厶の少な

くとも片面 に金属膜が設 け られた金属化 フィル厶。

：請求項7] 前記金属膜の表面電気抵抗が 1 ~ 2 0 Ω / 口の範囲内にある、請求

項 6 の金属化 フイルム。

：請求項8] 請求項 6 または 7 の金属化 フイルムを用いたフィル厶コンデ ンサ。
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